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１．はじめに  

 コンクリート工事では，鉄筋の過密化や複雑な配管条件など

に対応するため，中流動コンクリートや高流動コンクリート（以

下，流動コンクリート）が用いられるようになっている．これ

らは，配合やコンシステンシー試験結果を基にした経験の活用

が困難であり，現在においても圧送試験を行い，配管径やポン

プ能力を選定しているのが現状である．そのため，流動コンク

リートの配管計画に用いるレオロジー定数を容易に把握できる

簡易的な試験方法を確立する必要がある． 

本研究はコンクリートの圧送作業の合理化のために必要となる

レオロジー定数の測定を従来の研究成果 1),2)を基に，管型粘度

計を用いて種々 の流動コンクリートについて実験に供し，配管

計画方法の手順を示すとともに，簡易な圧送性評価方法の提案

を行った． 

２．コンクリートの管内流動  

 コンクリートの管内流動は，図-1を参照して，管壁に滑りを

伴うビンガム流れとなり，その流量は次式で与えられる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

式-1を用いて，塑性粘度，降伏値，粘性摩擦係数，及び付着

力を求めるためには，4 組の実測流量と圧力勾配から求めるべ

きであるが，式が発散し解が得られないので，従来の研究成果

1)を利用して付着力とコンクリートのフローとの関係式（A=  

-1.76×10-2SLF+1.31（γ=0.99））を利用して，未知数を3個として

式-1を解くことにした．これらのことを確認するため管型粘度

計を用いて流動コンクリートの流量測定を行った． 

３．実験の概要 

３．１使用材料 

 実験には，表-1に示す材料を用い，フロー値の目標を60，65

及び 70cmとし試験練りを行い，中流動コンクリート，併用系

及び粉体系の高流動コンクリートの配合を表-2 の通り定めた． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．２コンクリートの練り混ぜ 

表-2に示すコンクリートは，容量100Lの二軸強制練りミキ

サを用いて，1バッチの量を100Lとして2分間練り混ぜ，ミキ

サ内で3分間静置した後，1分間再撹拌してから練り舟に排出

し，各種試験に供した． 

３．３管型粘度計による流量測定 

 実験に用いた管型粘度計は，試料容器，排出管，圧送管，圧

力センサ，流出量測定用はかり，水平架台及びコンプレッサか

ら構成されている．流量の測定は，コンクリートを試料容器に

投入後，圧送圧力の目標値を5，15及び25kPaとして，それぞ

れの単位時間当たりの流出量を単位容積質量で除して求めた．

流量測定は同じ条件で3回繰り返して行った． 

 なお，コンクリートの塑性粘度及び降伏値の測定には，内円

筒半径15cm，高さ20cm，外円筒半径20cmの内円筒回転型の

共軸二重円筒型回転粘度計を用い多点法3)によって測定した． 
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材料

セメ ント 普通ポルトランドセメント 密度3.16g/cm³,粉末度3370cm²/g

茨城県鹿島産陸砂 密度2.62g/cm³,吸水率1.00%,F.M.2.10

北海道産白老陸砂 密度2.65g/cm³,吸水率1.25%,F.M.4.26

粗 骨 材 東京都青梅産砕石2005 密度2.67g/cm³,吸水率0.92%,F.M.6.77

混 和 材 高炉スラグ

種類

細 骨 材

混 和 剤
高性能AE減水剤

高流動コンクリート用増粘剤

表-1 使用材料 

混和剤＊

G大(kg) G小(kg) (ｇ)

1 160 52.9 160.6 471 - 887 488.4 325.6 2670 4420 -
2 165 50.9 165.4 486 - 828 496.8 331.2 2760 4560 -
3 170 48.6 170.3 500 - 797 512.4 341.6 2840 4690 -
1 165 49.6 161.2 330 141 840 517.2 344.8 - 3768 140
2 170 51.7 166.1 340 146 861 488.4 325.6 - 3888 150
3 175 53.9 171.0 350 150 884 459.6 306.4 - 4000 150
1 165 52.9 160.6 471 - 887 488.4 325.6 - 4420 -
2 170 50.9 165.4 486 - 828 496.8 331.2 - 4560 -
3 175 48.6 170.3 500 - 797 512.4 341.6 - 4690 -
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表-2 コンクリートの配合 

＊混和剤の種類：中流動 B 社製マスターグレニウム 
併用系・粉体系 B 社製 SP8SV 

図-1 すべりを伴う流速分布図 
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…式-1ビンガム流れ(τR≦A)

すべりを伴うビンガム流れ(τR＞A)

QB ：ビンガム流量(cm3/s)
R：管半径(cm)
ηpl：塑性粘度(Pa・s)
ΔP/l：圧力勾配(Pa/cm)
rf ：栓流半径(cm)［rf =2lτf /ΔP]
τ f：降伏値(Pa)
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４．流量測定結果  

 流動コンクリートの試験結果の一例としてフロー値60cmに

おける流量測定結果を圧力勾配との関係で整理し図-2 に示す．

これによれば，中流動コンクリート，併用系や粉体系の高流動

コンクリートの流量は，従来の試験結果と同様に圧力勾配にほ

ぼ比例する結果となった．また，管型粘度計による塑性粘度及

び降伏値の計算結果を回転粘度計による試験結果とともに表-3

に示す．この結果によると管型粘度計による塑性粘度及び降伏

値は，回転粘度計による試験値とほぼ一致し，両者の比は，塑

性粘度の場合0.87から1.30，平均1.09で，降伏値は0.78から

1.40，平均1.01となっている．また，条件毎に3回繰返し測定

した試験値のバラツキ（標準偏差）は，一部の例外的な値を除

いて，管型粘度計による標準偏差の方が小さくなっており，安

定したレオロジー定数が得られた．これら管型粘度計による試

験値が得られるまでの時間は30分で，回転粘度計の約1/2とな

っていることから，コンクリートの試験練り時に管型粘度計に

よる試験を実施することで，流動コンクリートのポンプ圧送計

画で必要となるポンプ能力の選定が容易となる．なお，その手

順案を図-3に示した． 

５.コンクリートの圧送性の評価 

一般にコンクリートのコンシステンシー（流動性の評価）は

フロー値で行っているが，図-2に示すように同じフロー値でも

流量が相違することからフロー値だけではコンクリートの流動

性評価は不十分と判断される．このため，コンクリートの管内

流動における圧送性の評価の指標として一定の圧力勾配（例え

ば，0.015MPa/m）における流量を流動性評価指数（K値と呼ぶ）

として用いれば，簡単に圧送性の相対比較が可能になる．スラ

ンプフロー60cmのコンクリートにおけるK値は表-3に併記し

たようであって，中流動コンクリートが最も流動性が高いこと

が簡単に把握できる． 
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図-2 流量と圧力勾配の関係

必要なコンクリートの運搬量(流量)の確認

配管内形を仮定(100mm又は125mm)

<ポンプ指針を参照>
配管経路内のベント管，テーパ管，鉛直
管，フレキシブルホースの長さに対する
換算係数を定める→水平換算距離を計算

試験練り：コンクリートの配合を決定
JISA1150によるスランプフロー[SLF]

を測定

<管型粘度計>
圧送圧力を3水準に変化
→それぞれの流量を測定

式-1に3組の圧力勾配と流量，さらに実験式から求めた付着力(A)を代入
塑性粘度，降伏値及び粘性摩擦係数を計算する(実験式：A=-1.76×10-2SLF+1.31）

塑性粘度，降伏値，粘性摩擦係数
および流量を式-1に代入

→ニュートン近似法で圧力勾配
を求める

圧力勾配に水平換算距離を乗じて
ポンプ前面の圧力を計算

ピストン前面の圧力に安全係数12.5
を乗じてポンプに要求される

最大圧力を計算

ポンプ機種の選定は，最大圧力を
超える範囲で最小のものを選定

図-3 コンクリートポンプの選定手順 

表-3 レオロジー定数試験結果及び圧送性評価指数 
塑性粘度 降伏値

SF(cm) ηpl（Pa・s） 平均値 標準偏差 τf（Pa） 平均値 標準偏差 ηpl（Pa・s） 平均値 標準偏差 τf（Pa） 平均値 標準偏差 ηpl（Pa・s） τf（Pa）

1-1 51.0 141 97 146 94 1.03 0.97
1-2 49.5 164 93 181 91 1.10 0.98
1-3 50.5 122 88 143 87 1.17 0.99
2-1 58.5 90 71 102 67 1.13 0.95
2-2 59.5 92 69 101 64 1.10 0.93
2-3 61.5 92 68 101 63 1.10 0.93
3-1 63.5 86 64 106 61 1.23 0.95
3-2 66.0 90 57 104 55 1.16 0.96
3-3 66.5 88 62 106 60 1.21 0.97
1-1 54.0 458 209 432 207 0.94 0.99
1-2 51.0 421 234 487 205 1.16 0.88
1-3 52.5 514 211 470 198 0.91 0.94
2-1 63.5 223 104 224 81 1.01 0.78
2-2 63.5 235 88 214 76 0.91 0.87
2-3 61.0 291 104 253 94 0.87 0.91
3-1 74.0 80 60 97 66 1.21 1.10
3-2 75.0 58 54 75 63 1.30 1.16
3-3 72.0 63 45 60 63 0.96 1.40
1-1 52.0 151 149 156 161 1.03 1.08
1-2 49.0 107 138 122 161 1.14 1.17
1-3 48.5 132 155 154 165 1.17 1.07
2-1 62.0 107 111 101 102 0.94 0.92
2-2 62.5 90 117 101 109 1.12 0.93
2-3 61.5 98 103 107 106 1.10 1.03
3-1 70.0 76 90 95 104 1.24 1.15
3-2 70.0 78 86 87 104 1.12 1.21
3-3 69.5 95 89 106 106 1.11 1.19

ｺﾝｸﾘｰﾄ
の種類

No.

ｽﾗﾝﾌﾟ
ﾌﾛｰ

回転粘度計 管型粘度計 圧送性
評価指数

K値（cm3/s）

塑性粘度 降伏値 塑性粘度 降伏値
比（管型/回転）

157 21.0 91 3.6

5080101 0.6 65 1.9

1.2 59 3.488 1.7 61 3.6 105

中
流
動

143 21.0 93 4.5

91 1.0 69 1.5

3490250 36.3 99 9.2 231 20.3 84 9.4

67 2.0

463 28.3 203 4.7464

64

粉
体
系

130 22.1 147 8.6

併
用
系

46.8 218 13.9

11.5 53 7.5 77 18.4

9.4

144 19.4 162 2.6

105

503898 8.5 110 7.0 103 3.9 106 3.7

83 1.110.4 88 2.1 96
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